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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとお
りであります。

　
① 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
当社は、経営の透明性、公正性確保のため、業務の適正化に必要な知識と経験を有した
社外取締役を選任しており、監査に関しても実効性を確保するため、取締役から独立した
社外監査役を選任し、監査監督機能の強化に努めている。
また当社は、取締役と各部署のコンプライアンス責任者から構成される内部統制委員会
を設け、内部統制が有効に機能するための体制を整備している。
コンプライアンスの推進については、「ＣＢＣグループ行動憲章」を制定し、当社及び
グループ各社の役職員が、法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとるための規範とし
ている。
その徹底を図るため、当社及びグループ各社に関して当社法務セクションにおいて、コ
ンプライアンスの取り組みを横断的に統括し、役職員教育等を行う。
これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。
当社及びグループ各社における業務プロセスの適正性、妥当性、効率性などは、当社経
営監査室が監査する。
また、当社及びグループ各社における法令上疑義のある行為等を、早期に発見し是正す
ることを目的として、内部通報制度（「ＣＢＣホットライン」）を設置している。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
当社は、文書規程及び稟議規程を制定しており、取締役の職務執行に係る情報は、文書
または電磁的媒体に記録し、保存する。

　
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、経営危機管理規程を制定しており、当社及びグループ各社にコンプライアン
ス、損害賠償、災害、情報セキュリティ等に係る経営危機が発生した場合、社長を委員長
とする危機管理委員会を速やかに開催し、適切に対応するものとする。
また、将来発生するおそれのある危機を想定し、万一の場合に備えた予防策を検討す
る。
さらに、当社代表取締役はじめグループ各社の社長が出席するＣＢＣグループ会議を定
期的に開催し、経営危機発生を未然に防止するための情報を共有する。
加えて、当社及びグループ各社は、当社経営監査室のモニタリングの下、毎年定期的に
経営リスクの洗い出しとその管理体制の確認、強化を継続して行う。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社及びグループ各社は、役職員が共有する全社的な目標として、中期経営計画及び各
年度の予算を立案し、実行している。
取締役会はその進捗状況を定期的に検討し、改善を促すことにより、全社的な業務の効
率化を実現する。
また当社は、経営環境の変化に迅速に対応し、最適な経営体制を機動的に構築するほ
か、事業年度における経営責任を明確にするため、取締役の任期を１年としている。

　
⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、企業集団としての経営効率の向上を目的として、関係会社管理規程を制定して
おり、この規程に従い当社グループ会社管理担当部署がグループ各社の法令遵守、リスク
管理、効率性向上のための施策を実施する。
また、グループ各社に内部統制コンプライアンス責任者を配置し、法令に違反する事
実、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事実を発見したときには、当該事実に関
する事項を速やかに当社に報告するなど、適正な内部統制が図れるよう体制を整備してい
る。
当社及びグループ各社の内部監査は当社経営監査室が行い、必要に応じて内部統制の改
善策を提言する。

　
⑥ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、監査役が求めた場合、監査業務補
助のため使用人を置くこととする。
なお、当該使用人は監査役の指示に忠実に服し、取締役の指揮命令に服さないものとす
る。

　
⑦ 取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
当社及びグループ各社の取締役及び使用人等は、監査役に対して、法令に違反する事
実、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事実を発見したときには、当該事実に関
する事項を速やかに報告する体制を整備する。
また、当社及びグループ各社の取締役及び使用人等は、監査役から業務執行に関する事
項の報告を求められた場合には、速やかに報告する。
報告の方法については、取締役と監査役との協議により決定する。
監査役に報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いをす
ることを禁止する。
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査が実効的に行われることを確保するため、監査役は取締役会をはじめとする重要な
会議に出席するほか、代表取締役と定期的に意見交換を行う。
また、監査役会、経営監査室及び会計監査人による三様監査会議を定期的に開催し、適
切な監査業務を確保する。
監査役の職務執行に伴う費用については当社が負担し、前払いが必要と判断される場合
はこれに対応する。
　
⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社及びグループ各社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に定める
内部統制報告書の有効かつ適切な提出のための内部統制システムを構築するとともに、そ
のシステムが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

　
（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社が整備している内部統制システムにおける当期の運用状況の概要は、次のとおりであ
ります。

　
① コンプライアンスの取組み状況
コンプライアンスの推進を図るための役職員教育は、個人情報の取扱い及びＩＴセキュ
リティ管理に関する研修、インサイダー取引防止研修、適正な下請取引に関する研修、規
程に基づく正しい社内決裁手続きに関する研修、セクハラ・パワハラ防止研修を開催しま
した。

　
② リスク管理
ＣＢＣグループ会議規程に基づき、ＣＢＣグループ会議を毎月開催し各社の経営状況の
情報を共有することを通じて、当社及びグループ各社のリスク管理に努めました。
当社経営監査室は、当社及びグループ各社の経営リスクの洗い出しと管理体制の確認、
強化を定期的に実施しました。

　
③ グループ各社の管理
当社グループ会社管理担当部署が、グループ各社の管理規程に基づき法令遵守、リスク
管理、効率性向上のための重要な事項について情報交換、協議するなど、グループ各社の
管理・支援に努めました。

　
④ 財務報告の信頼性の確保
当社社長を委員長とする内部統制委員会で、当期の財務報告に係る内部統制評価に関す
る基本計画の承認、内部統制システムの期中評価の報告を行いました。

― 3 ―

　



会社の支配に関する基本方針
当社および当社グループは、テレビ、ラジオの放送を通じてすぐれた報道、情報、娯楽番組を

制作し、地域社会や文化に貢献することを経営の基本理念にしています。テレビやラジオは、公
共性の高いメディアであり、通信技術の進展に伴ってメディアが多様化しても、基幹メディアの
地位を維持していくものと考えています。このため、中長期的な視点に立って、安定的に経営を
継続していくことが重要であり、それが、ひいては企業価値、株主価値の向上につながるものと
確信しています。
当社は、こうした経営の基本理念を支持する者が、「会社の財務および事業の方針の決定を支

配する者」であることが望ましいと考えています。
なお、当社では、株式に対する大規模な買収行為がなされた場合に備えた具体的な枠組み（い

わゆる「買収防衛策」）は定めていません。
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連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称 ㈱ＣＢＣテレビ

㈱ＣＢＣラジオ
㈱ＣＢＣクリエイション
㈱ＣＢＣコミュニケーションズ
㈱千代田会館
㈱南山カントリークラブ
㈱ＣＢＣビップス
文化交通㈱

（２）非連結子会社
該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社及び関連会社

該当ありません。
（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

関連会社（㈱エヌティーピー、春日井開発㈱、㈱中日新聞保険サービス、㈱インタ
ーシンク）の当期純利益及び利益剰余金等のうち持分に見合う額は、それぞれ当期純
利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない
ため、持分法の適用を除外しております。
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３. 会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券
時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 当社及び主な連結子会社は、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は、建物及び構築物10～50年、機
械装置及び運搬具３～17年であります。

②無形固定資産 当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）によっております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 当社及び連結子会社は、金銭債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金 連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充て
るため、当連結会計年度における支給見込額を計上してお
ります。

③役員退職慰労引当金 連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、
内規に基づく連結会計年度末要支給額の100％を計上して
おります。

④永年勤続表彰引当金 連結子会社は、永年勤続者の表彰費用に備えるため、永
年勤続表彰内規による連結会計年度末必要額を計上してお
ります。
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（４）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上していま
す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。過去勤務
費用は、15年の定額法によりその発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理することとしております。 未認識数理計算上の差異及び
未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の
包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（５）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税

等は発生連結会計年度の期間費用としております。

Ⅱ．追加情報

１．新型コロナウイルス感染症について
新型コロナウイルス感染症については、今後の拡大や収束時期等を予測することが依然とし
て困難な状況でありますが、当社グループの業績に影響を与える広告市況につきましては、当
連結会計年度の後半からは回復傾向を見せています。これにより、新型コロナウイルス感染症
が今後の当社グループの業績に与える影響は限定的であるとの仮定に基づき、繰延税金資産の
回収可能性及び固定資産の減損損失等に関する会計上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済活動への影響は不確実性が高いた
め、上記仮定に変化が生じた場合には、将来における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　２．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を
当連結会計年度から適用しておりますが、重要性が乏しいため注記を省略しております。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１. 担保資産及び担保付債務
（１）担保に供している資産
現金及び預金 7百万円
建物及び構築物 2,150百万円
その他（長期預金） 0百万円

計 2,159百万円
上記資産のうち、「建物及び構築物」は、抵当権の登記が留保されています。

　
（２）担保付債務
長期預り保証金 960百万円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 34,820百万円
３．保証債務

従業員の福利厚生資金の銀行借入に対する保証 30百万円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 26,400,000株
２．配当に関する事項
（１）配当金支払額　
決議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会 普通株式 448 17.00 2020年３月31日 2020年６月29日

2020年11月10日
取締役会 普通株式 131 5.00 2020年９月30日 2020年12月１日

　 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に
なるもの
2021年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項
を次のとおり提案しております。
①配当金の総額 263百万円
②１株当たり配当額 10円
③基準日 2021年３月31日
④効力発生日 2021年６月30日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、一時的な余資の運用については、元本を毀損する危険性を極力抑えなが
ら収益の確保を図ることを基本方針とし、具体的には短期的な預金等を中心に行っていま
す。
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先ごとの期日管理および残高管理を定期的に
行っています。
有価証券及び投資有価証券は、主に債券および業務上の関係を有する企業の株式であり、
これらの管理は資金調達・運用規程および投融資規程に基づき、定期的に時価等の把握を行
っています。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払費用はいずれも短期間に決済されるものです。
長期預り保証金の主な内容は、商業施設およびオフィスとして賃貸している不動産に対す
る敷金と、運営するゴルフ場において会員から預託されている保証金です。
２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれ
らの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 14,500 14,500 －
（2）受取手形及び売掛金 7,062 7,062 －
（3）有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券 1,804 1,805 1
②その他有価証券 12,465 12,465 －

資産計 35,833 35,834 1
（1）支払手形及び買掛金 256 256 －
（2）未払費用 2,593 2,593 －
（3）未払法人税等 172 172 －
（4）長期預り保証金 1,352 1,332 △19
負債計 4,375 4,355 △19
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（注）１．金融商品の時価の算定方法
資産
（1）現金及び預金並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示
された価格、投資信託は基準価額によっております。

負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）未払費用並びに（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

（4）長期預り保証金
長期預り保証金の時価については、種類ごとに区分した保証金の見積将来キャッシュ・フロー
を、返済期日までの期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によっておりま
す。

２．非上場株式および匿名組合出資金等（連結貸借対照表計上額3,065百万円）ならびに運営するゴルフ
場の会員預り保証金等（連結貸借対照表計上額2,739百万円）については、市場価格がなく、かつ将
来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため、「資産（3）有価証券及び投資有価証券」および「負債（4）長期預り保証金」には含めており
ません。

Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
当社及び一部の子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的と
して賃貸商業施設や賃貸オフィスビルなどを所有しております。
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価

11,100 22,202

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に
基づく金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる
指標に基づいて自社で算定した金額であります。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,179円70銭
２．１株当たり当期純利益 23円46銭
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Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
　 取得による企業結合

　当社は、2020年10月15日開催の取締役会において、株式会社ケイマックス（以下「ケ
イマックス」）の発行済株式の80％を取得して子会社化することについて決議し、2021年
４月１日付で株式を取得いたしました。

１．被取得企業の名称
株式会社ケイマックス

２．被取得企業の事業の内容
映像コンテンツ制作

３．企業結合を行った主な理由
当社は、2021年４月１日付でケイマックスの発行済株式の80％を取得し子会社化しまし
た。
当社は、2018年度から2020年度の中期経営計画において、「映像」、「情報」、「ＩＣＴ」
を成長戦略の３本柱 に掲げております。多メディア化に加え、新型コロナウイルスの感染
症拡大により視聴行動が著しく変化する中、当社はメディアグループ企業として、これまで
果たしてきたテレビ・ラジオの役割を今後もしっかりと担っていくと共に、多様化する視聴
者・聴取者ニーズにも柔軟に対応できるようサービスを拡充したいと考えています。
　ケイマックスは、長年にわたり数々の実績ある人気バラエティ番組等の制作を手掛けてき
ました。各放送局からの番組制作受託を中核事業としながら、近年は動画配信会社からの制
作も受託するなどデジタル時代到来にも対応し、順調に業容を拡大しています。
　当社及びケイマックスは、拡大を続ける映像コンテンツ産業に対応し、コンテンツ制作体
制の強化を図ることが必要不可欠と考えています。当社グループにケイマックスが参画する
ことで、両社は双方に大きな事業シナジーを生み出し、中長期的な企業価値の向上に資する
と判断したことから、本子会社化に至りました。なお、当社は、ケイマックスの株主である
現経営陣より発行済株式の80％を取得し、現経営陣は、引き続き、ケイマックスの経営に携
わっていきます。
４．企業結合日
2021年４月１日

５．企業結合の法的形式
株式取得
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６．結合後企業の名称
株式会社ケイマックス

７．取得した議決権比率
80％

８．取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

９．取得価額
非公表
※取得価額については、株式取得の相手先との株式譲渡契約における守秘義務を踏まえ、
開示を差し控えさせていただきます。取得価額については、第三者機関の株価算定を基に、
相手先との協議・交渉のうえ決定されております。

　10．発生したのれんの金額並びに企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額
　 内容を精査中であるため、未確定であります。
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。
（２）子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式 移動平均法による原価法を採用しております。
（３）その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
　２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物41～50年、構築物10～
50年、機械及び装置６～17年、工具、器具及び備品６～
15年であります。

（２）無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）によっております。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

４．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税
等は発生事業年度の期間費用としております。

Ⅱ．追加情報
　 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）
を当事業年度から適用しておりますが、重要性が乏しいため注記を省略しております。
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
（１）担保に供している資産
建物 2,150百万円
上記資産は、抵当権の登記が留保されています。

　
（２）担保付債務
長期預り保証金 960百万円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 14,227百万円
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
（１）短期金銭債権 120百万円
（２）短期金銭債務 8,397百万円
（３）長期金銭債権 92百万円
４．取締役及び監査役に対する金銭債務
長期金銭債務 27百万円

　
Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
（１）営業収益 2,426百万円
（２）営業費用 433百万円
（３）営業取引以外の取引高 92百万円

　
Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項
自己株式の種類 普通株式
当事業年度末における株式数 1,530株

　
Ⅵ．税効果会計に関する注記

当事業年度末における繰延税金資産の発生の主な原因は減価償却超過額であり、繰延税金負
債の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金およびその他有価証券評価差額金であります。
なお、繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は、814百万円であります。
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：百万円）

種類 会社等
の名称

議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引

金額 科目 期末
残高

子会社 ㈱ＣＢＣ
テレビ

所有
直接100％

不動産の賃貸
資金の借入
役員の兼任

不動産の
賃貸
（注１）

905 ― ―

借入金の
返済

500
（注３) 短期借入金 4,500

利息の支払
（注２） 15 ― ―

子会社 ㈱千代田
会館

所有
直接66.6％

資金の借入
役員の兼任

資金の借入
(注２)

2,300
（注３) 短期借入金 2,300

利息の支払
(注２) 5 ― ―

子会社 ㈱ＣＢＣ
ビップス

所有
直接100％

設備の保守営繕
役員の兼任

設備の
保守営繕
（注４）

306 未払費用 25

（注）１．不動産の賃貸は、本社建物に係るものであり、当社の原価を勘案して合理的に金額を決定しており
ます。

２．資金の借入については、市中金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．短期資金の借入と返済の純額を記載しております。
４．設備の保守営繕については、子会社の原価を勘案して両者協議の上、合理的に金額を決定しており
ます。

５．取引金額には消費税等は含まれておりません。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,031円94銭
２．１株当たり当期純利益 38円34銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
当社は、2020年10月15日開催の取締役会において、株式会社ケイマックスの発行済株式
の80％を取得して子会社化することについて決議し、2021年４月１日付で株式を取得いた
しました。
なお、詳細につきましては「連結注記表 Ⅷ 重要な後発事象に関する注記」をご参照下さ
い。
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